
(源泉) 控除対象 控除対象扶養親族等の数 16歳未満 障害者の数 非居住者
 配偶者（特別）

 配偶者の有無等 （配偶者を除く。） 扶養親族 （本人を除く。） である
 控 除 の 額

内 円

6,847,500 5,062,750 5,049,846 0
給与・賞与

内 円 　　　　  　　　　　　　　円 円

種　　　別 支  払  金  額
給与所得控除後の金額

所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額
( 調 整 控 除 後 ）
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（役職名） 営業係長

を受け
氏
名

（フリガナ） マクラザキ　カツオ

る　者 枕崎　鰹男

1 1 1 1 1 1

枕崎市千代田町27番地
まくらざきマンション101号

（個人番号) 1 1 1 1
支　払

※区分 (受給者番号) 123-456-789

住
 

所

※ ※　　　種　　　別 ※　　　　　　　整　理　番　号 ※

氏名又は名称 株式会社〇〇水産
（電話） 0993-72-0000

9 0 1 2 3 （右詰で記載してください。）
個人番号又は

法人番号 1 2 3 4 5 6 7 8

　 　 　 　 　 　 　 　 1
7
7

3
4

31
1

昭　和 44 1

受 給 者 生 年 月 日
特
別

そ
の
他

就職 退職 年 月 日 元　号 年

本人が障害者 寡
　
婦

ひ
と
り
親

勤
労
学
生

中 途 就 ・ 退 職

　 　 ○ ○

月 日

未
成
年
者

外

国

人

死
亡
退
職

災

害

者

乙

欄

支

払

者

枕崎市〇〇町〇〇番地
住所(居所)
又は所在地

0 0 0 0 0 06 6 6 個人番号 0 06 6

(フリガナ) マクラザキ　フユコ 区
分氏名 枕崎　四郎 　 氏名 枕崎　冬子 　4

(フリガナ) マクラザキ　シロウ 区
分 4

個人番号 6 6 6 6 6 6 6

9 9 9 9 (3)
777788889999

0 0 0 0

9 95 5 5 5 個人番号 9 9

4 4

5人目以降の16歳未満の

扶養親族の個人番号

個人番号 5 5 5 5 5 5 5 5

区
分氏名 枕崎　三郎 01 氏名 枕崎　秋子 　

9 9 9 9

4 4 8 8

3

(フリガナ) マクラザキ　サブロウ 区
分 3

(フリガナ) マクラザキ　アキコ

8 8 8 8 8 84 個人番号 8 8 8 8

氏名 枕崎　二郎 20 氏名 枕崎　夏子 　

(1)
111122223333
(2)
444455556666

2

(フリガナ) マクラザキ　ジロウ 区
分 2

(フリガナ) マクラザキ　ナツコ 区
分

7 7 7 7 7 73

5人目以降の控除対象

扶養親族の個人番号氏名 枕崎　一郎 　 氏名 枕崎　春子 　

1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

1

(フリガナ) マクラザキ　ハルコ 区
分

7 7 7 73 3 個人番号 7 73 3

2 2

控
除
対
象
扶
養
親
族
等

1

(フリガナ) マクラザキ　イチロウ 区
分

個人番号 3 3 3 3 3 3 3

4 4 4 4個人番号 4 4 4

円
旧長期損害

保険料の金額

円

19,600
100,000

基礎控除の額
円

2 2 2 2 630,000
所得金額

調整控除額

円

居住開始
年月日
（2回目）

年 月 日
住宅借入金等
特別控除区分

（2回目）
住(特)

（源泉・特

別）

控除対象

配偶者

(フリガナ) マクラザキ　キクコ 区
分 配偶者の

合計所得
氏名 枕崎　菊子 　

2

　　　　   円 国民年金保険
料等の金額

個人番号 2 2 2 2 2

日
住宅借入金等
特別控除区分

（1回目）
住

住宅借入金等
年末残高
（1回目）

11,500,000

円

10住宅借入
金等特別
控除の

額の内訳

住宅借入金
等特別控除

適用数
2

居住開始
年月日
（1回目）

年 月

27 1

住宅借入金
等特別控除

可能額

円
住宅借入金等

年末残高
（2回目）

9,000,000

円

205,000 30 8 20

(摘要)
　　　　　　　　　　　　　(1)枕崎　五郎　(2)枕崎　花子(01)　(3)枕崎　桜子(年少)
　　　　　　　　　　　　　＜前職分＞△△食品㈱　R7.3.31退職　(支)1,980,000円　(社)168,300円　(源)12,900円　　　　　　　　　　D

生命保険
料の金額
の内訳

新生命
保険料
の金額

　　 　 　　円
旧生命
保険料
の金額

　　 　 　　円
介護医療
保険料
の金額

　　    　円
新個人年金

保険料
の金額

           円
旧個人年金

保険料
の金額

            円

180,000 100,000 90,000 360,000 180,000

円

610,000 909,846 120,000 50,000 19,600

　　　　　　　　　　　　　　　　円 　内 (100,000) 円 　　　　　　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　　　　　　円

特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1 3 1

　　人 　　人 人

○ 　 　 380,000 1 1

  人 従人   人 従人 人 　内

5 2

有 従有               円    人 従人  内    人 従人

 控 除 の 額
老人 特　定 老   人 その他 特   親 の数 特　 別 その他 親族の数

①

②

④

⑥

⑦

⑩
⑪ ⑫

⑧ ⑨

③-㋐
③-㋑

③-㋒

④

⑤-㋐
⑥-㋒

⑤-㋑

⑥-㋐
⑥-㋑

給与支払報告書（個人別明細書）を作成する際の留意事項

年末調整の方法、給与支払報告書(個人明細書)の記載方法は、国税庁の「令和7年分年末

調整のしかた」「令和7年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」を確

認してください。国税庁HP(https://www.nta.go.jp)



⑪【中途就・退職】欄

令和7年中に中途就職又は退職した場合は、「就職」又は「退職」の該当欄に○を付し、その年月日を記入してください。

⑫【受給者生年月日】欄

受給者の生年月日を必ず記入してください。

⑦【生命保険料の金額の内訳】欄

該当する保険料の支払額をそれぞれの欄に必ず記入してください。記入がないと控除額が正しく計算されません。

⑧【基礎控除の額】欄

「給与所得者の基礎控除申告書」から転記してください。「給与所得者の基礎控除申告書」の「基礎控除の額」欄に
記載がないなど、基礎控除の適用がない場合には「0」と記載します。

⑨【所得金額調整控除】欄

所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を記入してください。(⑥参照)

⑩【寡婦】・【ひとり親】欄

「寡婦」又は「ひとり親」に該当する場合に、○を付してください。

㋐控除対象配偶者(年末調整の適用を受けていない受給者の場合は、源泉控除対象配偶者)がいる場合に○を付
してください。
㋑配偶者控除額又は配偶者特別控除額を記入してください。
㋒控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者の氏名、フリガナ、マイナンバーを記入してください。
「配偶者の合計所得」欄は、控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象者となる配偶者の合計所得金額を記入
してください。

㋐控除対象扶養親族等又は16歳未満の扶養親族が5人以上いる場合には、5人目以降の控除対象扶養親族等又
は16歳未満の扶養親族の氏名を記入します。この場合、氏名の前には括弧書きの数字を付し、「(備考)」欄に記載
するマイナンバーとの対応関係が分かるようにしてください。また、この欄に記載される控除対象扶養親族等又は
16歳未満の扶養親族が次に該当する場合には、それぞれ次の内容を記入してください。16歳未満の扶養親族であ
る場合には、氏名の後に「(年少)」と記入してください。控除対象扶養親族が非居住者である場合は、氏名の後に
「(01)」のように、「控除対象扶養親族の分類」の表の記載に対応する数字を記入してください。また、16 歳未満の
扶養親族が国内に住所を有しない方である場合には、氏名の後に「(非居住者)」と記入してください。特定親族であ
る場合には、氏名の後に「(11)」のように、「特定親族特別控除の額の区分」の表の記載に対応する数字を記入して
ください。控除対象扶養親族等のマイナンバーについては、「(摘要)」欄に記入せず、「(備考)」欄に記入してくださ
い。
㋑前職(他社)分の給与支払額を含めて年末調整をした場合は、必ずその支払者名、退職年月日、支払金額、社会
保険料等の金額、源泉徴収税額を記入してください。記入がないと、正しく市民税・県民税・森林環境税の計算が
できません。
㋒普通徴収申請者の方の場合は、「普通徴収申請書」の申請理由A～Gを記入してください。※左の記入例は「D」
(退職)の場合です。

・同一生計配偶者(控除対象配偶者を除く。)を有する方でその同一生計配偶者が障害者、特別障害者又は同居特
別障害者に該当する場合は、同一生計配偶者の氏名及び同一生計配偶者である旨を記入してください。(例：「氏
名(同配)」)
・所得金額調整控除の適用がある場合には、該当する要件に応じて扶養親族等の氏名を記入してください。(本人
が特別障害者の場合は、「本人が障害者」の「特別」欄に「○」を付してください。)ただし、「(源泉・特別)控除対象配
偶者」欄、「控除対象配偶者」欄又は「16歳未満の扶養親族」欄に氏名が記入されている場合は省略できます。

①【住所】・【氏名】・【個人番号】欄

令和8年1月1日の住所又は居所(実際に居住している住所)、氏名(※フリガナも必ず)、個人番号(マイナンバー)を
記入してください。
住所登録地と実際に居住している住所が異なる場合には、⑥「摘要」欄に令和8年1月1日時点の住民登録地を記
入したうえで、実際に居住している市区町村に提出してください。

②【給与所得控除後の金額(調整控除後)】欄

「給与所得控除後の給与等の金額」を記入してください。
所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を控除した後の金額を記入してください。

③配偶者控除、配偶者特別控除に関する事項

④16歳未満の扶養親族に関する事項

「16歳未満扶養親族の数」欄に人数を記入し、「16歳未満の扶養親族」欄に、氏名、フリガナ、マイナンバーを記入
してください。
※扶養控除の適用はありませんが、市民税・県民税の非課税判定等に影響がある場合がありますので、必ず記入
してください。

⑤住宅借入金等特別控除に関する事項

㋐「住宅借入金等特別控除の額」欄に年末調整の際に「給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申
告書」に基づいて計算した住宅借入金等特別控除の額を記入してください。(算出所得税額を超える場合には、算
出所得税額を限度に記入してください。)
㋑「住宅借入金等特別控除の額の内訳」の各項目も記入してください。「住宅借入金等特別控除区分」欄に区分を
記入し、「特例特別特例取得」に該当する場合には、「(特特特)」、「特別特定取得」に該当する場合には、区分の後
に「(特特)」と、「特定取得」に該当する場合には、「(特)」と必ず記入してください。

⑥【摘要】欄



「特別徴収対象者」、「普通徴収対象者(退職者)」及び「普通徴収対象者(退職者を除く)」の人員の合計を記載
してください。提出する給与支払報告書(個人別明細書)の枚数と一致しているか確認してください。

14　「給与の支払方法及びその期日」

月給、週給及び毎月20日、毎週月曜日等と記載してください。

15　「納入書の送付」

市民税・県民税を特別徴収する場合、納入書を使用して納入する場合は「必要」に、金融機関の納入サービ
ス等を利用して納付する場合は「不要」に○を付してください。

経理責任者の職氏名を記載してください。給与支払者が国の機関である場合には、国の機関名を記載してく
ださい。

７　「連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号」

９　「受給者総人員」

1月1日現在において給与の支払をする事務所、事業所等から給与等の支払を受けている者の総人員を記載
してください。

10　「特別徴収対象者」

13　「報告人員の合計」

本市に「給与支払報告書(個人別明細書)」を提出する者で、普通徴収の対象となる者のうち退職者を除いた
人員を記載してください。

12　「普通徴収対象者(退職者を除く)」

この報告書について応答する者の氏名、所属課、係名及びその電話番号を記載してください。

８　「関与税理士等の氏名及び電話番号」

税理士等が報告書を作成する場合に、報告書に関する問合せ先となる税理士等の氏名及び電話番号を記
載してください。

本市に「給与支払報告書(個人別明細書)」を提出する者で、普通徴収の対象となる者のうち退職者の人員を
記載してください。

本市に「給与支払報告書(個人別明細書)」を提出する者で、特別徴収の対象となる者の人員を記載してくださ
い。

11　「普通徴収対象者(退職者)」

１　「提出日」

提出日を記載してください。追加または訂正で提出する場合は、提出日横の「(追加・訂正)」に○を付してくだ
さい。訂正の場合は合わせて給与支払報告書(個人別明細書)の摘要欄に朱書きで「訂正」と記載してくださ
い。

６　「給与支払者が法人である場合の代表者の氏名」

３　「給与の支払期間」

２　「指定番号」

本市から付与されている「特別徴収義務者指定番号」を記載してください。
令和7年中に新設された事業所の場合は、「新規」と記載してください。

「報告人員の合計」欄で計上された人員に給与を支払った期間を記載してください。

４　「給与支払者の個人番号又は法人番号」

給与支払者が法人の場合は法人番号(13桁)、個人事業主の場合は個人番号(マイナンバー)(12桁、右詰め)
を記載してください。

５　「給与支払者の氏名又は名称」、「同上の所在地」

「フリガナ」も必ず記載してください。本市から送付した総括表で、印刷されている内容に変更等がありました
ら、二重線で消し、朱書きで訂正してください。

給与支払報告書総括表記載要領

※本市から送付した総括表には、「指定番号」、「給与支払者の氏名又は名称」、「所在地」が印刷

されています。送付した総括表を使用しない場合でも、「指定番号」等の確認のため、作成した総

括表と併せて本市から送付した総括表も提出してください。



※普通徴収申請書は、必ず提出してください。(普通徴収申請者が0人の場合も含む)
普通徴収申請書の提出がない場合や、普通徴収申請書に記載がない場合は特別徴収となります。
※下記申請理由に該当する従業員の方でも、特別徴収することができる場合は、普通徴収申請書の内訳には
加えず、特別徴収対象者として提出してください。

④「普通徴収申請者　合計人数」

普通徴収申請者の合計人数を記載してください。
提出前に、この申請書の後ろに並べている普通徴収対象者の給与支払報告書(個人別明細書)の枚数と、普
通徴収申請者の合計人数に相違がないか確認してください。

①「指定番号」、②「事業所名」

本市から送付した普通徴収申請書には、①「指定番号」、②「事業所名」が印刷されています。
②「事業所名」に変更等がございましたら、二重線で消し、朱書きで訂正してください。

③「略号」、「申請理由」、「人数」

申請理由に該当する従業員の方について、普通徴収申請者として提出することができます。申請理由ごとの
人数を「人数」欄に記載してください。
また、普通徴収申請者の給与支払報告書(個人別明細書)の摘要欄には、必ず該当する申請理由の略号(A
～G)を記載してください。

普通徴収申請書記載例

2

1

3

4

株式会社○○水産

1234567


